
基本目的Ⅴ　行政経営
　　　「公民連携を推進し　地域経営の視点を持つ　持続可能なまち」

◆２７　市民協働　
　施策目的　市民と行政が共創して発展できるまちになる

◆２８　人権の尊重　
　施策目的　市民一人一人の人権が尊重され、
　　　　　　誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

◆２９　行政活動　
　施策目的　時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

◆３０　情報の共有　
　施策目的　市政の透明性を高め、
　　　　　　誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 286 重要事業 総合戦略 担当部署 秘書課　秘書係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・1 秘書経費 7,986千円 4,040千円 7,450千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶27_市民と行政が共創して発展できるまちになる

施策の方向 ▶1_地域活動の活性化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 7,450 7,450 7,450

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 7,450 7,450 7,450

一般財源 0 0 0

年度

R3 R4 R5 R6 R7

1 目標値 1 1 1 1 1

単位：回 実績値

1 目標値 1 1 1 1 1

単位：回 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

広く市民の模範とすべき功労者を表彰して、地方自治の発展、産業文化の振興、民生の安定を図り、市民福祉
の増進、教育文化の振興、消防事業に資することを目的とする。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 市政功労者表彰式

活動指標 市功労者表彰式

　関係各課や関係機関からの具申に基づき、市民の模範とすべき功労者を市長が表彰するもの。
　【根拠法令】館林市功労者表彰規程

　【受賞者数】
　市政功労者　　　　　市功労者　　　　　　感謝状
　Ｈ２８：２２名　　　Ｈ２８：１３名　　　Ｈ２８：２５８件
　Ｈ２９：４０名　　　Ｈ２９：１０名　　　Ｈ２９：１６９件
　Ｈ３０：２６名　　　Ｈ３０：　９名　　　Ｈ３０：２３６件
　Ｒ元　：３３名　　　Ｒ元　：１２名　　　Ｒ元　：１３３件
　Ｒ２　：３６名　　　Ｒ２　：　５名　　　Ｒ２　：２９９件

事業
スケジュール

　5月25日：市政功労者表彰式
 （延期⇒11月25日）
 11月25日：市功労者表彰式
　随　時 ：感謝状贈呈

　5月26日：市政功労者表彰式
 11月16日：市功労者表彰式
　随　時 ：感謝状贈呈

　5月下旬：市政功労者表彰式
 11月下旬：市功労者表彰式
　随 　時：感謝状贈呈
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 287 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　行政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・10 地域づくり事業 4,672 千円 4,418千円 4,272 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶27_市民と行政が共創して発展できるまちになる

施策の方向 ▶1_地域活動の活性化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 4,272,000 4,672,000 4,672,000

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 4,100,000 4,500,000 4,500,000

一般財源 172,000 172,000 172,000

年度

R3 R4 R5 R6 R7

2 目標値 2 2 2 2 2

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

地域コミュニティ活動に必要な設備や備品整備等の助成を行うことにより、コミュニティ活動の充実を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 設備や備品整備等の助成件数

①地域づくり事業
・一般コミュニティ助成事業
　宝くじの社会貢献広報事業として地域づくり等に対して助成を行い、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図る。
　　　助成団体：一般財団法人 自治総合センター
　　　対象事業：コミュニティ活動に直接必要な施設又は設備の整備に要する経費　※建築物、消耗品は対象外
　　　補助金：補助率10/10以内、100万円以上250万円以内
　令和３年度：仲町南区会：備品の整備（エアコン、テーブル、椅子、冷蔵庫等）、助成額 2,100,000円

・魅力あるコミュニティ助成事業　
　市町村振興宝くじ（通称 サマージャンボ等宝くじ）の交付金等を財源に地域住民が組織する団体に助成を行う。
　　　助成団体：公益財団法人 群馬県市町村振興協会
　　　対象事業：一般備品購入・伝統芸能備品購入（修繕含む）
　　　補助金：補助率10/10以内・200万円以内
　令和３年度：赤生田本町区：備品の整備（テーブル、椅子、備蓄用毛布等の防災用品等）、助成額 2,000,000円

事業
スケジュール

・一般コミュニティ助成事業
　　仲町南区会
　　助成額 2,100,000円

・魅力あるコミュニティ助成事業　
　　赤生田本町区
　　助成額 2,000,000円

・一般コミュニティ助成事業
　　助成額 2,500,000円

・魅力あるコミュニティ助成事業　
　　助成額 2,000,000円

・一般コミュニティ助成事業
　　助成額 2,500,000円

・魅力あるコミュニティ助成事業　
　　助成額 2,000,000円
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 288 重要事業 〇 総合戦略 担当部署 行政課　行政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・10 行政区運営 80,417 千円 81,372千円 80,827 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶27_市民と行政が共創して発展できるまちになる

施策の方向 ▶1_地域活動の活性化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 80,827,000 80,827,000 80,827,000

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 80,827,000 80,827,000 80,827,000

年度

R3 R4 R5 R6 R7

49 目標値 50 51 52 52 53

単位：区 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

・行政区（６６区）は、市民の日常生活の利便と各種行政事務の処理を円滑に進めることを設置目的としてお
り、地域コミュニティ活動における自治意識を高めるため、運営活動に助成等を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 一区一彩事業助成金の活用

①区行政運営【重要事業】
・区長、副区長事務委託料　　　　　　　
　運営規則に基づき、行政と市民のパイプ役として区長・副区長を委嘱し、事務費を交付する。
　令和３年度：区長（66人）26,100,000円、副区長（180人）21,040,000円

・区助成交付金
　交付要綱に基づき、６６行政区の運営・活動に要する経費として助成金を交付する。
　令和３年度：行政区（66区）29,816,000円

・一区一彩事業助成金
　地域力向上のため、各行政区が創意工夫をこらして企画する区民総参加の事業へ、要綱に基づき助成金を交付する。
　令和３年度：行政区（66区）1,980,000円

・次世代を担う地域リーダー育成事業
　地域役員の担い手不足や高齢化・固定化を解消するため、新たな地域リーダーの育成を目的に講座を開催する。

事業
スケジュール

・区長、副区長事務委託料　　　　　　　
・区助成交付金
・一区一彩事業助成金
・区長協議会補助金
・区長協議会視察研修参加負担金
・地区内広報掲示板設置等工事費

・区長、副区長事務委託料　　　　　　　
・区助成交付金
・一区一彩事業助成金
・区長協議会補助金
・区長協議会視察研修参加負担金
・地区内広報掲示板設置等工事費

・区長、副区長事務委託料　　　　　　　
・区助成交付金
・一区一彩事業助成金
・区長協議会補助金
・区長協議会視察研修参加負担金
・地区内広報掲示板設置等工事費
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 289 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　行政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・10 集会施設建設等補助事業 1,084 千円 1,084千円 1,099 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶27_市民と行政が共創して発展できるまちになる

施策の方向 ▶1_地域活動の活性化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 1,099,000 19,099,000 1,099,000

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 1,099,000 19,099,000 1,099,000

年度

R3 R4 R5 R6 R7

5 目標値 5 5 5 5 5

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

　行政区などの地域コミュニティ活動により地域住民の連帯感、共同意識を高めるため、自主的に建設等され
る集会施設に対し補助金を交付する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 集会施設改修事業等の補助金の活用

①集会施設建設等補助事業
・集会施設改修事業補助金　　　
　事業費の25％　補助限度額 500千円
　令和３年度：1,000千円　補助申請のある行政区へ交付

・集会施設賃借料補助金
　土地及び建物の所有者又は管理者に支払った年間賃借料の50％　補助限度額 50千円
　令和３年度：95千円　　＜土地＞２行政区 50千円　　＜建物＞1行政区 45千円

事業
スケジュール

・集会施設改修事業補助金　　　

・集会施設賃借料補助金

・集会施設改修事業補助金　　　

・集会施設賃借料補助金

・集会施設建設事業補助金
　　成島南区　3,000,000円

・コミュニティ助成事業助成金
　　成島南区　15,000,000円

・集会施設改修事業補助金　　　

・集会施設賃借料補助金
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

　 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 290 重要事業 ○ 総合戦略 担当部署 市民協働課　市民協働係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・7 市民活動推進事業 2,408千円 2,346千円 2,360千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶27_市民と行政が共創して発展できるまちになる

施策の方向 ▶2_市民協働の推進

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 2,360 4,609 4,609

国庫 0 0 0

県費 204 200 200

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 2,156 4,409 4,409

年度

R3 R4 R5 R6 R7

67 目標値 71.3 73.5 75.7 77.9 80.0

単位：件 実績値

17.5 目標値 19.5 20.5 21.5 22.5 23.5

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

市民と行政がそれぞれの役割と責任を自覚し、地域課題の解決に向けて協働で取り組むことで活力あるまちづ
くりを推進する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

市民活動に関する問合せ件数

総合計画
指標

【市民アンケート】
まちづくり（市民と行政の協働・共創など）
の活発さ・充実度の満足度

①市民活動推進事業
　・市民活動支援　地域課題の解決に取り組む市民活動の支援や活動に関する相談の受付を行う。
　・市民協働の啓発　市民協働に関する理解促進及び意識向上を図るため情報提供や講座などを開催する。
　・歴史的街並み景観創出補助金　市民の協力により歴史的な景観を創り出すため、補助金を交付する。
②ＮＰＯ・ボランティア活動支援【重要事業】
　・ＮＰＯ相談・認証等事務　ＮＰＯに関する相談業務、報告の受付。事務処理指導を行う。
　・ボランティア支援　気軽にボランティアに参加できるよう情報提供を行うほか、セミナーなどを開催し、
　　人材育成及び団体同士の連携を支援する。
③市民活動推進事業補助金
　・市民活動推進補助金　課題解決型の市民活動を支援するため補助金を交付する。

事業
スケジュール

①市民活動推進事業
　市民活動支援
　市民協働の啓発
　歴史的街並み景観創出補助金
②ＮＰＯ･ボランティア活動支援
　ＮＰＯ相談・認証等事務
　ボランティア支援
③市民活動推進事業補助金

①市民活動推進事業
　市民活動支援
　市民協働の啓発
　歴史的街並み景観創出補助金
②ＮＰＯ･ボランティア活動支援
　ＮＰＯ相談・認証等事務
　ボランティア支援
③市民活動推進事業補助金

①市民活動推進事業
　市民活動支援
　市民協働の啓発
　歴史的街並み景観創出補助金
②ＮＰＯ･ボランティア活動支援
　ＮＰＯ相談・認証等事務
　ボランティア支援
③市民活動推進事業補助金
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 291 重要事業 総合戦略 担当部署 市民協働課　市民相談係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・7 人権尊重都市推進事業 756千円 609千円 814千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶28_市民一人一人の人権が尊重され.誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

施策の方向 ▶2_人権尊重理念の啓発

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 814 882 814

国庫 0 0 0

県費 305 377 305

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 509 505 509

年度

R3 R4 R5 R6 R7

18.3 目標値 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

人権尊重が定着している差別のない社会を実現するため、市民へ啓発を行う。
館林市人権教育・啓発に関する基本計画に基づき、市の施策の進行管理を総合的に行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

【市民アンケート】人権尊重（人権尊
重･男女共同参画など）の充実度

人権尊重都市推進事業
　・基本計画進行管理　市の人権施策の実施状況調査、基本計画推進懇談会及び基本計画庁内推進会議を開催するなど
　　　　　　　　　　　して計画を総合的・効果的に推進する。    
　・人権啓発　人権課題について広く市民の理解を深めてもらうため講演会を行うほか、人権擁護委員と連携し地域や
　　　　　　　学校等で人権理念の普及啓発を行う。　

事業
スケジュール

・基本計画進行管理
・人権講演会
・人権啓発

・基本計画進行管理
・人権講演会
・人権啓発

・基本計画進行管理
・人権講演会
・人権啓発
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

　 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 292 重要事業 ○ 総合戦略 担当部署 市民協働課　市民協働係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・7 男女共同参画推進事業 940千円 2,356千円 983千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶28_市民一人一人の人権が尊重され.誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

施策の方向 ▶3_男女共同参画の推進

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 983 596 596

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 983 596 596

年度

R3 R4 R5 R6 R7

18.3 目標値 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

社会のあらゆる分野に男女が共に参画し活躍できる男女共同参画社会の実現を目指す。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

【市民アンケート】人権尊重（人権尊
重･男女共同参画など）の充実度

男女共同参画推進事業【重要事業】
  ・基本計画策定　第６次館林市男女共同参画基本計画（計画年度　令和４年度～令和８年度）
　  　社会環境の変化や新しい課題に対応できるよう計画の見直しを行い、本市の男女共同参画社会の実現にむけた
　　  取組を総合的かつ効果的に推進するため新しい計画を策定する。
  ・基本計画の進行管理・検証　第５次館林市男女共同参画基本計画（計画年度　平成２９年度～令和３年度）
　  　計画に掲げた施策の実施状況等及び事業担当課の自己評価を調査し年次報告書をまとめ、男女共同参画審議会
　　  に報告する。
  ・男女共同参画審議会　第６次基本計画の策定及び第５次基本計画の評価及び検証を行う。
　・男女共同参画の啓発　男女共同参画の意識向上のため講演会や講座などを行うほか、ＤＶ問題について周知する。

事業
スケジュール

男女共同参画推進事業
・第６次基本計画の策定
・第５次基本計画の進行管理
・男女共同参画審議会
・男女共同参画の啓発

男女共同参画推進事業
・第６次基本計画の進行管理
・男女共同参画審議会
・男女共同参画の啓発

男女共同参画推進事業
・第６次基本計画の進行管理
・男女共同参画審議会
・男女共同参画の啓発
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

　 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 293 重要事業 総合戦略 担当部署 市民協働課　市民協働係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・7 国際・都市間交流事業 10,155千円 618千円 12,506千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶28_市民一人一人の人権が尊重され.誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

施策の方向 ▶4_多文化共生の地域づくり

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 12,506 6,490 12,506

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 12,506 6,490 12,506

年度

R3 R4 R5 R6 R7

234 目標値 239 242 245 248 250

単位：人 実績値

472 目標値 515 536 557 579 600

単位：人 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

すべての市民の理解と協調のもとに、お互いの文化や習慣の違いを認め合い、安心して暮らせる多文化共生の
地域づくりを目指す。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

国際交流協会の個人会員数

総合計画
指標

国際交流関係事業の参加者数

①国際都市間交流事業
　・在住外国人支援　多言語でコロナウイルス感染症予防やワクチンに関する情報を提供。
　・外国人相談窓口　外国人のための相談窓口を市民ホールで月２回、３人の外国人相談員が５言語（英語、中国語、ポルトガル
                    語、スペイン語、韓国語）で対応。群馬県総合相談ワンストップセンターとスカイプ通信による相談対応。
　・日本語教育推進　在住外国人のための日本語教室に対し支援を行う。
②中学生海外派遣事業
　・夏休み期間に姉妹都市オーストラリア・サンシャインコースト市へ中学生を派遣→新型コロナウイルスの影響により中止
③海外訪問団（昆山市）派遣・受入事業
　・公式訪問団・スポーツ交流団を受入予定→新型コロナウイルスの影響により中止
④海外訪問団（サンシャインコースト市）派遣・受入事業
　・協力校からの学生訪問団を受入予定→新型コロナウイルスの影響により中止
⑤国内友好都市交流事業　　
　  名護市市制施行５０周年記念式典への公式訪問団を派遣予定→新型コロナウイルスの影響により式典中止
    その他、人事交流事業、物産交流事業、広域観光推進事業、児童交流事業を各所管課で実施予定。  

事業
スケジュール

①国際都市間交流事業
・在住外国人支援
・外国人相談窓口
・交流事業
・日本語教育推進
②中学生海外派遣事業 
③海外訪問団(昆山市)派遣・受入事業　
→中止
④海外訪問団(サンシャインコースト
市)派遣・受入事業　→中止
⑤国内友好都市交流事業　→
　　　　　　公式訪問団派遣中止　

①国際都市間交流事業
・在住外国人支援
・外国人相談窓口
・交流事業
・日本語教育推進
②中学生海外派遣事業
③海外訪問団(昆山市)派遣・受入事業
④国内友好都市交流事業

①国際都市間交流事業
・在住外国人支援
・外国人相談窓口
・交流事業
・日本語教育推進
②中学生海外派遣事業
③海外訪問団(昆山市)派遣・受入事業
④海外訪問団(サンシャインコースト
市)派遣・受入事業
⑤国内友好都市交流事業
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 294 重要事業 総合戦略 担当部署 市民協働課　市民協働係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・7 館林市国際交流協会事業費補助金 1,000千円 0千円 1,000千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶28_市民一人一人の人権が尊重され.誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

施策の方向 ▶4_多文化共生の地域づくり

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 1,000 1,000 1,000

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 1,000 1,000 1,000

年度

R3 R4 R5 R6 R7

234 目標値 239 242 245 248 250

単位：人 実績値

472 目標値 515 536 557 579 600

単位：人 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

姉妹都市・友好都市をはじめとする諸外国の人々や在住外国人の方々と市民を結ぶ交流の機会を提供し、市民
の草の根交流の推進を図るとともに、協会の活動に対する市民の理解と参画、市民の自主的な国際交流活動へ
の支援を促進する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

国際交流協会の個人会員数

総合計画
指標

国際交流関係事業の参加者数

国際交流協会事業
　・日本語教室　新型コロナウイルスの影響により対面式の教室を休講し、オンラインで開催。
　・生活情報紙　外国人向けに「ツツジタイムス」を月1回発行。
　　　　　　　　4言語（英語・中国語・スペイン語、韓国語）で対応。休日当番医やコロナ関連情報等を掲載。
　・情報提供　ホームページでの発信に加え、新型コロナウイルスに関する情報等を外国人の多く集まる場所や店舗を
　　　　　　　訪問して直接啓発・注意喚起を行う。
　・交流事業　国際交流まつり、タウンミーティング、お花見会、日本語発表会等の交流事業を開催。
　　　　　　　　→新型コロナウイルスの影響により中止。
　・会報発行　「Heart＆Heart」を年1回発行。協会事業について会員に報告。

事業
スケジュール

・オンライン日本語教室開催
・情報紙「ツツジタイムス」
・情報提供
・交流事業
・会報「Heart＆Heart」発行　

・日本語教室の開催
・情報紙「ツツジタイムス」発行
・情報提供
・交流事業
・会報「Heart＆Heart」発行

・日本語教室の開催
・情報紙「ツツジタイムス」発行
・情報提供
・交流事業
・会報「Heart＆Heart」発行　
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 295 重要事業 ○ 総合戦略 担当部署 生涯学習課　生涯学習係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

10・5・1 人権教育促進事業 2,079千円 1,396千円 2,049千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶28_市民一人一人の人権が尊重され.誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

施策の方向 ▶2_人権尊重理念の啓発

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 2,049 2,080 2,050

国庫 0 0 0

県費 100 80 80

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 1,949 2,000 1,970

年度

R3 R4 R5 R6 R7

3 目標値 3 3 3 3 3

単位：回 実績値

14 目標値 14 14 13 13 12

単位：事業 実績値

2 目標値 1 1 1 1 1

単位：回 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

全ての人々が幸せになれるよう、人権問題解決のため、各種学級講座の開設や団体への指導等、正しい知識の
習得のため、あらゆる機会を通じて学習機会の充実を図り、自らの差別意識の気づきを促進させ、人権教育を
推進する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 社会人権指導者養成講座の開催

活動指標 集会所事業の開催

活動指標 館林市人権教育推進会議の開催

○社会人権教育促進事業（社会人権推進事業）【重要事業】

館林市人権教育推進会議
　館林市人権教育推進会議の開催及び館林市人権教育推進計画策定する。

田北・野辺集会所運営委員会
　各運営委員会議の開催及び館林市人権教育推進計画の説明及び各運営委員会方針の策定する。

田北・野辺集会所事業
　各運営委員会主催による地域住民の参加の各種事業の開催及び人権教育啓発機会とする。

社会人権教育指導者養成講座
　市職員、教職員、人権に関する各委員、企業人権担当者等を対象に開催し、人権教育に関する学びの場と啓発の機会と
する。

事業
スケジュール

館林市人権教育推進計画策定
集会所運営委員会
集会所事業
館林市人権教育推進会議
社会人権教育指導者養成講座

館林市人権教育推進計画策定
集会所運営委員会
集会所事業
館林市人権教育推進会議
社会人権教育指導者養成講座

館林市人権教育推進計画策定
集会所運営委員会
集会所事業
館林市人権教育推進会議
社会人権教育指導者養成講座
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 296 重要事業 〇 総合戦略 担当部署 企画課　政策推進係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・6 政策調整推進事業 8,179千円 5,525千円 1,461千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶1_総合計画及び総合戦略の着実な実施

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 1,461 1,748 1,748

国庫 40 30 30

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 1,421 1,718 1,718

年度

R3 R4 R5 R6 R7

53 目標値 62 66.5 71 75.5 80

単位：％ 実績値

70 目標値 80 85 90 95 100

単位：％ 実績値

【Plan】
事業目的

総合計画の着実な実施と適切な進捗管理を行うほか、庁内プロジェクトの推進、部局を超えた取組の調整、行
政改革、広域行政、地方分権等を推進する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

第６次総合計画指標達成率

総合計画
指標

第七次行政改革大綱の取組状況割合

①政策調整推進事業【重要事業】
　・各部門横断的な課題・政策の管理を行う。
　・特命事項をはじめとした各種調整業務を行う。
　・各種協議会事業の実施
　　渡良瀬川及び利根川架橋促進協議会、両毛地域東武鉄道沿線活性化協議会　ほか

②総合計画調査事務
　第五次総合計画後期基本計画の計画期間が終了したことから、計画の達成状況把握のために市民アンケート調査を実施
する。

③行政改革推進事業
　・ネーミングライツの推進
　　自主財源確保のため、ネーミングライツ（市有施設に企業等の愛称を付け、その対価として）を実施する。
　・行政改革の推進
　 限られた予算と人員で効率的・効果的に事業を推進するため、第七次行政改革大綱を中心とした行政改革を推進する。

④広域連携推進事業
　各種協議会により広域的な連携を図り、地域住民の福祉を増進する。
　　館林邑楽総合開発促進協議会、両毛広域都市圏総合整備推進協議会　ほか

事業
スケジュール

①政策調整推進事業【重】
　・総合計画の進行管理
　・各種施策の総合調整
②総合計画調査事務
　・市民アンケート調査の実施
③行政改革推進事業
　・ネーミングライツの推進
　・行政改革の推進
④広域連携推進事業
　各種協議会事業の実施

①政策調整推進事業【重】
　・総合計画の進行管理
　・各種施策の総合調整
②行政改革推進事業
　・ネーミングライツの推進
　・行政改革の推進
③広域連携推進事業
　各種協議会事業の実施

①政策調整推進事業【重】
　・総合計画の進行管理
　・各種施策の総合調整
②行政改革推進事業
　・ネーミングライツの推進
　・行政改革の推進
③広域連携推進事業
　各種協議会事業の実施
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 297 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 企画課　政策推進係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・6 まちひとしごと創生推進事業 15,488千円 1,483 千円 15,915 千円 

基本目的 ▶Ⅳ_都市と自然が調和し人と産業が躍動する魅力あるまち

施策目的 ▶22_人が集まり.市民自らがつくる.にぎわいと魅力あるまちになる

施策の方向 ▶1_地方創生施策の推進

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 15,915 14,669 14,669

国庫 3,450 3,450 3,450

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 12,465 11,219 11,219

年度

R3 R4 R5 R6 R7

27 目標値 30 60 90 120 150

単位：人 実績値

2 目標値 2 4 6 8 10

単位：回 実績値

65 目標値 89 178 267 356 445

単位：人 実績値

5 目標値 10 20 30 40 50

単位：組 実績値

【Plan】
事業目的

急激な少子高齢化の進展に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京への人口一極集中を是正し、持
続可能な社会形成を行うために、第2期総合戦略に基づき、各施策を着実に実施する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合戦略
KPI

移住定住の相談人数（累計）

総合戦略
KPI

東京都でのPR活動回数（累計）

総合戦略
KPI

市の支援による婚活イベント参加者数
（累計）

総合戦略
KPI

市の支援による婚活事業でのカップル
成立数（累計）

①まちひとしごと創生推進事業【重要事業】
・第２期総合戦略の進行管理及び事業の検証を行う。
・ふるさと回帰支援センターや群馬県等と連携し、移住相談会を実施するなど、ＵＩＪターンのための情報提供を行う。
・各種移住定住施策を推進し、人口減少の緩和と交流人口の拡大を図る。
　（婚活支援事業補助金）
　　　男女の出会いの場を提供する事業又は結婚を促進するための事業を行う団体に対し、事業費の一部を補助する。
　（わくわく地方生活実現支援金）
　　　地域経済の活性化と移住・定住の促進を図るため、東京圏からの移住者等に対し支援金を支給する。
　（市有地活用移住定住支援金）
　　　移住者が市有地を購入し、居住住宅を建設した場合に支援金を支給する。
　（定住促進通学支援金）
　　　若者の定住化を促進するため、市内から東京都等に通学する者に対して支援金を支給する。
　（移住促進まちなか新築住宅取得支援金）
　　　まちなかの定住人口増加及び活性化のために、まちなかに新たに住宅を取得した者に支援金を支給する。

事業
スケジュール

①まちひとしごと創生推進事業
【重】
・第２期総合戦略の進行管理及び
事業の検証
・ふるさと回帰支援センターや群
馬県等との連携推進
・各種移住定住施策の推進

①まちひとしごと創生推進事業
【重】
・第２期総合戦略の進行管理及び
事業の検証
・ふるさと回帰支援センターや群
馬県等との連携推進
・各種移住定住施策の推進

①まちひとしごと創生推進事業
【重】
・第２期総合戦略の進行管理及び
事業の検証
・ふるさと回帰支援センターや群
馬県等との連携推進
・各種移住定住施策の推進
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 298 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 企画課　政策推進係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・6 ふるさと納税事業 23,673千円 41,342千円 12,366千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶7_自主財源の確保

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 12,366 15,823 15,823

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 12,366 15,823 15,823

年度

R3 R4 R5 R6 R7

98.2 目標値 97.34 96.91 96.48 96.05 95.6

単位：％ 実績値

100,494 目標値 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

単位：千円 実績値

【Plan】
事業目的

ふるさと納税制度は、寄附というかたちでふるさとに貢献する、または自分の意思で自治体を応援する制度で、
寄附をしていただいた方に市の特産品をお礼として贈り、寄附促進により自主財源を確保するとともに、地元特
産品のＰＲや販路拡大により地場産業の振興を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

経常収支比率

総合戦略
KPI

ふるさと納税寄附金額（累計）

①ふるさと納税事業【重要事業】
（制度の周知）
　パンフレットの作成。ホームページ等によるPR。

（寄附金受領証明書の発行）
　寄附者に対し、寄附金受領証明書を発行・送付。

（寄附者への本市の魅力ＰＲ）
　寄附者への謝意及び特産品ＰＲとの相乗効果による寄附促進を目的として、本市特産品等を贈呈。

事業
スケジュール

①ふるさと納税事業【重】
・制度周知
・新たな返礼品の追加
・寄附金の使い道や返礼品のPRに
よる寄附促進

①ふるさと納税事業【重】
・制度周知
・新たな返礼品の追加
・寄附金の使い道や返礼品のPRに
よる寄附促進

①ふるさと納税事業【重】
・制度周知
・新たな返礼品の追加
・寄附金の使い道や返礼品のPRに
よる寄附促進
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 299 重要事業 ○ 総合戦略 ○ 担当部署 企画課　ICT推進係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・8 情報化推進事業 59,528 千円 62,912千円 61,433 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶10_ＩＣＴ化の推進

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 61,433 61,433 61,433

国庫 2,567 2,567 2,567

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 58,866 58,866 58,866

年度

R3 R4 R5 R6 R7

475 目標値 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

市民の情報を安全に管理し、市の業務を効率よく円滑に進めるため、機器の整備や運用・管理を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 電子申請利用件数（累計）

情報化推進事業【重要事業】
・イントラネットシステム保守
　　市内各施設を結ぶイントラネット網に係る保守
・自治体中間サーバ等移行業務委託
　　国のマイナンバーシステム更新による、機器の設置や接続など
・複合機導入設置業務委託
　　複合機の更新を行うため、機器の入れ替え作業や集計システムを設定するもの
・社会保障・税番号制度システム改修委託
　　健康管理システムのデータ標準レイアウトやパーソナルヘルスレコードに対応するための住基システムの改修業務
・ネットワーク機器更改
　　施設間の接続機器のリース満了に伴う更新業務
・タブレット・スマートフォン入門講座
　　初心者に向けたタブレット・スマートフォンの使い方講座
・AI・RPA実証実験
　　AI・RPAの導入に向けた動作確認や選定作業　

事業
スケジュール

情報化推進事業【重要事業】
・イントラネットシステム保守
・自治体中間サーバ等移行業務委
託
・複合機導入設置業務委託
・社会保障・税番号制度システム
改修委託
・ネットワーク機器更改
・タブレット・スマートフォン入
門講座
・AI・RPA実証実験

情報化推進事業【重要事業】
・イントラネットシステム保守
・社会保障・税番号制度システム
改修委託
・タブレット・スマートフォン入
門講座
・AI・RPA導入運用業務

情報化推進事業【重要事業】
・イントラネットシステム保守
・社会保障・税番号制度システム
改修委託
・イントラネット端末更改
・タブレット・スマートフォン入
門講座
・AI・RPA導入運用業務
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 300 重要事業 総合戦略 担当部署 財政課 財政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・3 財政管理 62,490千円 280,089千円 52,968千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶5_財政運営の健全化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 52,968 54,506 54,506

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 42,712 42,381 42,381

一般財源 10,256 12,125 12,125

年度

R3 R4 R5 R6 R7

98.2 目標値 97.3 96.9 96.5 96.1 95.6

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

中長期的な視点に立った財政運営を推進し、財政の健全性を確保するための予算編成及び執行管理を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

経常収支比率

◯予算編成業務
　・予算編成方針作成
　・予算案作成

◯予算の執行管理
　・予算執行方針の作成
　・財政状況の分析
　・中期財政計画の策定

◯財務事務の計画的な執行
　・市債の計画的発行
　・基金の管理
　・地方交付税事務
　・財務調査事務
　・地方公会計財務書類作成業務

事業
スケジュール

◯予算編成業務

◯予算の執行管理

◯財務事務の計画的な執行

◯予算編成業務

◯予算の執行管理

◯財務事務の計画的な執行

◯予算編成業務

◯予算の執行管理

◯財務事務の計画的な執行
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 301 重要事業 ○ 総合戦略 ○ 担当部署 財政課　管財係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・5 市有財産管理費 15,617千円 9,605千円 33,728千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶6_公共施設等の最適化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 33,728 33,728 11,673

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 33,728 33,728 11,673

一般財源 0 0 0

年度

R3 R4 R5 R6 R7

12 目標値 12 12 12 12 12

単位：回 実績値

6 目標値 1 1 1 1 1

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

公共施設の老朽化が進む一方で、多様化する市民ニーズに対応するとともに行政サービスの水準を確保するた
め、公共施設の計画的な更新・統合・長寿命化を推進し、施設の適正配置や財政負担の軽減・平準化を図る。
また、市有財産を有効活用し、歳入を確保する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 市有財産の適正管理（巡回数）

活動指標 市有財産の有効活用（売払い件数）

○市有財産管理事業【重要事業】
・市有財産の適正管理及び有効活用
・未利用市有地の処分・貸付などの推進
・未利用市有地の定期的な巡回及び除草管理
・公共施設等マネジメント庁内推進委員会による公共施設等総合管理計画等の進捗管理

事業
スケジュール

○市有財産管理事業
・市有財産の適正管理及び有効活
用
・未利用市有地の処分・貸付など
の推進
・未利用市有地の定期的な巡回及
び除草管理
・公共施設等マネジメント庁内推
進委員会による公共施設等総合管
理計画等の進捗管理

○市有財産管理事業
・市有財産の適正管理及び有効活
用
・未利用市有地の処分・貸付など
の推進
・未利用市有地の定期的な巡回及
び除草管理
・公共施設等マネジメント庁内推
進委員会による公共施設等総合管
理計画等の進捗管理

○市有財産管理事業
・市有財産の適正管理及び有効活
用
・未利用市有地の処分・貸付など
の推進
・未利用市有地の定期的な巡回及
び除草管理
・公共施設等マネジメント庁内推
進委員会による公共施設等総合管
理計画等の進捗管理
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 302 重要事業 総合戦略 担当部署 財政課　管財係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・5 市庁舎管理費 397,963千円 80,162千円 210,473千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶6_公共施設等の最適化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 210,473 210,473 210,473

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 112,900 86,200 86,200

その他 3,280 3,280 3,280

一般財源 94,293 120,993 120,993

年度

R3 R4 R5 R6 R7

実施 目標値 実施 実施 実施 実施 実施

単位：－ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

市庁舎は、行政としての業務を行ううえで不可欠な施設であり、災害時には本部機能を果たすうえで重要な拠
点である。また、施設を長く維持していくには、日ごろからの適正管理が重要となることから、突発的な管理
費の負担が生じないよう、計画的な予防保全を行い、施設の長寿命化を図るなど、市庁舎の適正な管理を行
う。また、日常における省エネ活動を実践するほか、設備の改修・更新等の際には更なる省エネ化を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 適切な施設管理

○市庁舎維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく法定点検の実施
・庁舎の適切な管理に必要な各種点検・委託業務・各種改修工事等の実施
[各種工事]
　・庁舎壁面改修工事
　・庁舎屋外タンク設置工事

事業
スケジュール

○市庁舎維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・庁舎の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

[各種工事]
　・庁舎壁面改修工事
　・庁舎屋外タンク設置工事

○市庁舎維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・庁舎の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

[各種工事]
　・庁舎壁面改修工事

○市庁舎維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・庁舎の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

[各種工事]
　・庁舎壁面改修工事
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 303 重要事業 総合戦略 担当部署 財政課　管財係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・5 市民センター管理費 21,777千円 16,939千円 22,770千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶6_公共施設等の最適化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 22,770 22,770 22,770

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 1,716 1,716 1,716

一般財源 21,054 21,054 21,054

年度

R3 R4 R5 R6 R7

実施 目標値 実施 実施 実施 実施 実施

単位：－ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

中部公民館をはじめ、消費生活センターなど、日ごろから多くの一般市民が利用する施設であることから、施
設利用に支障をきたさないよう施設の適正な維持管理を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 適切な施設管理

○市民センター維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種点検・委託業務・各種改修工事等の実施

事業
スケジュール

○市民センター維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

○市民センター維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

○市民センター維持管理事業
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 304 重要事業 総合戦略 担当部署 財政課　管財係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・5 連絡通路管理費 9,844千円 9,085千円 9,833千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶6_公共施設等の最適化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 9,833 9,833 9,833

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 2,090 2,090 2,090

一般財源 7,743 7,743 7,743

年度

R3 R4 R5 R6 R7

実施 目標値 実施 実施 実施 実施 実施

単位：－ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

連絡通路は、まちなかのにぎわい創出の観点から、交通結節点及びコミュニティ軸の中心となる重要な存在で
あり、常時開放されている施設であるため、適切に管理することで、利用者の安全性と快適性の確保し、施設
の長寿命化を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 適切な施設管理

○東西駅前広場連絡通路管理費
・消防法、ビル管理法等に基づく法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種点検・委託業務・各種改修工事等の実施

事業
スケジュール

○東西駅前広場連絡通路管理費
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

○東西駅前広場連絡通路管理費
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施

○東西駅前広場連絡通路管理費
・消防法、ビル管理法等に基づく
法定点検の実施
・施設の適切な管理に必要な各種
点検・委託業務・各種改修工事等
の実施
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 305 重要事業 総合戦略 担当部署 財政課　管財係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・5 公用車管理費 19,115千円 14,859千円 18,235千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶6_公共施設等の最適化

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 18,235 18,235 18,235

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 18,235 18,235 18,235

年度

R3 R4 R5 R6 R7

実施 目標値 実施 実施 実施 実施 実施

単位：－ 実績値

実施 目標値 実施 実施 実施 実施 実施

単位：－ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

職員に安全運転の徹底を図らせるとともに、公用車（集中管理車）の適正管理及び庁用バスの運用を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 車両点検の実施

活動指標 安全運転の確保

○公用車管理事業
・公用車の適正管理
・庁用バスの運用
・安全運転の指導

事業
スケジュール

○公用車管理事業
・公用車の適正管理
・庁用バスの運用
・安全運転の指導

○公用車管理事業
・公用車の適正管理
・庁用バスの運用
・安全運転の指導

○公用車管理事業
・公用車の適正管理
・庁用バスの運用
・安全運転の指導
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 306 重要事業 総合戦略 担当部署 税務課　市民税係・資産税係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・2・2 市税賦課 98,197千円 88,672千円 86,737千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶7_自主財源の確保

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 86,737 150,000 100,000

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 86,737 150,000 100,000

年度

R3 R4 R5 R6 R7

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

公正・公平な市税賦課により、税財源を確保する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

市税賦課事務

　次の税目に係る課税客体を正確かつ漏れなく把握したうえで適正に課税する。
１．個人市民税
２．法人市民税
３．固定資産税
４．軽自動車税〔環境性能割〕
５．軽自動車税〔種別割〕
６．市たばこ税
７．都市計画税

事業
スケジュール

市税賦課事務
１．個人市民税
２．法人市民税
３．固定資産税
４．軽自動車税〔環境性能割〕
５．軽自動車税〔種別割〕
６．市たばこ税
７．都市計画税

市税賦課事務
１．個人市民税
２．法人市民税
３．固定資産税
４．軽自動車税〔環境性能割〕
５．軽自動車税〔種別割〕
６．市たばこ税
７．都市計画税

市税賦課事務
１．個人市民税
２．法人市民税
３．固定資産税
４．軽自動車税〔環境性能割〕
５．軽自動車税〔種別割〕
６．市たばこ税
７．都市計画税
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 307 重要事業 総合戦略 担当部署 納税課　庶務係・収納係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・2・3 徴収事務 68,767千円 65,767千円 68,979千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶7_自主財源の確保

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 68,979 68,979 68,979

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 68,979 68,979 68,979

年度

R3 R4 R5 R6 R7

98.89 目標値 98.93 98.94 98.96 98.98 99.00

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

自主財源である市税確保のため、適正・公平な徴収に努め、収入済額の増額や収納率の向上に努める。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 市税収納率

①納税啓発の継続
・市の広報紙やホームページで、市税の各納期の納期限や納付方法を案内する。
・納期限内に納付することが困難な納税者等で、時間内に来庁できない方が利用できるよう夜間納税相談を実施する。

②納期内納付の推進
・市税の納税通知書を発送するとき、納付書で納税している方の通知に口座振替申込書を同封する。
・金融機関等の窓口に口座振替申込書を配置していただく。
・コンビニ納付やスマホ納付により納税者の利便性の向上を図る。

③適正な滞納整理の実施
・金融機関や勤務先に照会し、滞納している方の預貯金や給与等の財産を調査して、担税力を把握する。
・納期限を過ぎても納付がない方に督促や催告を実施して、自主納付を促す。
・督促や催告に応じない場合は、財産の差押を執行して、不動産の公売等により換価し、滞納額に充当する。
・対象者の状況に応じたきめ細やかな滞納整理を実施する。

事業
スケジュール

①納税啓発の継続
②納期内納付の推進
③適正な滞納整理の実施

などの徴収対策を実施。

①納税啓発の継続
②納期内納付の推進
③適正な滞納整理の実施

などの徴収対策を実施。

①納税啓発の継続
②納期内納付の推進
③適正な滞納整理の実施

などの徴収対策を実施。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 308 重要事業 総合戦略 担当部署 納税課　庶務係・収納係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

国民健康保険
特別会計

国民健康保険徴収事務 19,425千円 14,014千円 19,935千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶7_自主財源の確保

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 19,935 19,935 19,935

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 19,935 19,935 19,935

年度

R3 R4 R5 R6 R7

90.63 目標値 91.09 91.31 91.54 91.77 92.00

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

自主財源である市税確保のため、適正・公平な徴収に努め、収入済額の増額や収納率の向上に努める。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 国民健康保険税収納率

①納税啓発の継続
・市の広報紙やホームページで、国民健康保険税の各納期の納期限や納付方法を案内する。
・納期限内に納付することが困難な納税者等で、時間内に来庁できない方が利用できるよう夜間納税相談を実施する。

②納期内納付の推進
・国民健康保険税の納税通知書を発送するとき、納付書で納税している方の通知に口座振替申込書を同封する。
・金融機関等の窓口に口座振替申込書を配置していただく。
・コンビニ納付やスマホ納付により納税者の利便性の向上を図る。

③適正な滞納整理の実施
・金融機関や勤務先に照会し、滞納している方の預貯金や給与等の財産を調査して、担税力を把握する。
・納期限を過ぎても納付がない方に督促や催告を実施して、自主納付を促す。
・督促や催告に応じない場合は、財産の差押を執行して、不動産の公売等により換価し、滞納額に充当する。
・対象者の状況に応じたきめ細やかな滞納整理を実施する。

事業
スケジュール

①納税啓発の継続
②納期内納付の推進
③適正な滞納整理の実施

などの徴収対策を実施。

①納税啓発の継続
②納期内納付の推進
③適正な滞納整理の実施

などの徴収対策を実施。

①納税啓発の継続
②納期内納付の推進
③適正な滞納整理の実施

などの徴収対策を実施。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 309 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　行政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・4・1 委員会運営 1,969 千円 1,590千円 2,011 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶8_適正な選挙事務の執行

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 2,011,000 2,011,000 2,011,000

国庫 0 0 0

県費 10 10 10

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 2,010,990 2,010,990 2,010,990

年度

R3 R4 R5 R6 R7

47.92 H29 目標値 - - - - 50

単位：％ 実績値

46.18 R元 目標値 - - - - 50

単位：％ 実績値

46.54 R元 目標値 - - 50 - -

単位：％ 実績値

35.74 H31 目標値 - - 40 - -

単位：％ 実績値

49.66 R02 目標値 - - - 50 -

単位：％ 実績値

43.85 H30 目標値 - 50 - - -

単位：％ 実績値

【Plan】
事業目的

　選挙管理委員会とは、公正な選挙を行うために、地方自治法第181条に基づき、都道府県や市町村に設置され
ている首長から独立した合議制の執行機関である。主な職務としては、市議会議員および市長の選挙に関する
事務を管理し、すべての選挙について投開票を行い、当該選挙の選挙人名簿の調製および管理を担当する。そ
の他に、住民投票の管理執行、直接請求に関する署名の効力の審査や住民の政治意識の向上を図るための啓発
活動等も行う。

①選挙管理委員会
・委員会の開催　令和３年度：定例会及び選挙時等に委員会を開催
・選挙の執行　　令和３年度：Ｒ２年度執行の市長選挙後の事務、衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査
・選挙啓発　　　令和３年度：選挙啓発ポスターコンクールの開催、投票箱や記載台の貸出

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標
執行選挙の投票率
　衆議院議員総選挙（小選挙区）

活動指標
執行選挙の投票率
　参議院議員通常選挙（選挙区）

活動指標
執行選挙の投票率
　県知事選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　県議会議員選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　市長選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　市議会議員選挙

事業
スケジュール

・選挙管理委員会
　定例会、臨時会の開催　　　
・選挙の執行
　市長選挙の選挙後事務
　衆議院議員総選挙及び
　　最高裁判所裁判官国民審査
・明るい選挙啓発
　　ポスターコンクール

・選挙管理委員会
　定例会、臨時会の開催　　　
・選挙の執行
　参議院議員通常選挙
　市議会議員選挙
・明るい選挙啓発
　　ポスターコンクール

・選挙管理委員会
　定例会、臨時会の開催　　　
・選挙の執行
　県議会議員選挙
　県知事選挙
・明るい選挙啓発
　　ポスターコンクール
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 310 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　行政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・4・2 衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査 千円 千円 25,788 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶8_適正な選挙事務の執行

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 25,788

国庫 0

県費 25,228

市債 0

その他 0

一般財源 560

年度

R3 R4 R5 R6 R7

47.92 H29 目標値 - - - - 50

単位：％ 実績値

46.18 R元 目標値 - - - - 50

単位：％ 実績値

46.54 R元 目標値 - - 50 - -

単位：％ 実績値

35.74 H31 目標値 - - 40 - -

単位：％ 実績値

49.66 R02 目標値 - - - 50 -

単位：％ 実績値

43.85 H30 目標値 - 50 - - -

単位：％ 実績値

【Plan】
事業目的

　衆議院議員を選ぶ重要な国政選挙であり適正に管理執行する。
　投票率向上のための取り組みを実施する。

①衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査
・投開票日　　令和３年１０月３１日（日）
・期日前投票　期日　１０月２０日（水）～３０日（土）１１日間
　　　　　　　時間　午前８時３０分～午後８時００分　　　場所　市庁舎市民ホール
・投票　　　　時間　午前７時～午後８時　　　場所　市内２８投票所
・開票　　　　時間　午後９時開始　　　場所　ダノン城沼アリーナ　　　

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標
執行選挙の投票率
　衆議院議員総選挙（小選挙区）

活動指標
執行選挙の投票率
　参議院議員通常選挙（選挙区）

活動指標
執行選挙の投票率
　県知事選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　県議会議員選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　市長選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　市議会議員選挙

事業
スケジュール

・衆議院議員総選挙 ・参議院議員通常選挙
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 311 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　行政係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・4・3 市長選挙 26,226 千円 24,519千円 1,431 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶8_適正な選挙事務の執行

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 1,431

国庫 0

県費 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,431

年度

R3 R4 R5 R6 R7

47.92 H29 目標値 - - - - 50

単位：％ 実績値

46.18 R元 目標値 - - - - 50

単位：％ 実績値

46.54 R元 目標値 - - 50 - -

単位：％ 実績値

35.74 H31 目標値 - - 40 - -

単位：％ 実績値

49.66 R02 目標値 - - - 50 -

単位：％ 実績値

43.85 H30 目標値 - 50 - - -

単位：％ 実績値

【Plan】
事業目的

　本市の首長を選ぶ重要な選挙であり適正に管理執行する。
　投票率向上のための取り組みを実施する。

①市長選挙
・R2年度に執行した市長選挙の事務処理

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標
執行選挙の投票率
　衆議院議員総選挙（小選挙区）

活動指標
執行選挙の投票率
　参議院議員通常選挙（選挙区）

活動指標
執行選挙の投票率
　県知事選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　県議会議員選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　市長選挙

活動指標
執行選挙の投票率
　市議会議員選挙

事業
スケジュール

・会計年度任用職員　　　
・職員手当
・役務費等

・市議会議員選挙
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 312 重要事業 総合戦略 担当部署 人事課　人事係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・7 国際・都市間交流事業 558千円 0千円 558千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶11_職員の人材育成

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 558 558 558

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 558 558 558

年度

R3 R4 R5 R6 R7

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

職員間の交流による両市施策の調査研究をとおして、行政課題に柔軟かつ的確に対応するために必要な知識の
習得及び能力を有する職員の人材育成を図るとともに、相互の友好に資することを目的とする。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

本市及び沖縄県名護市の職員を相互派遣し、行政課題別研修を実施。

事業
スケジュール

職員相互派遣による行政課題別研
修

職員相互派遣による行政課題別研
修

職員相互派遣による行政課題別研
修
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 313 重要事業 総合戦略 担当部署 出納室　出納係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・4 会計管理費 5,639千円 5,474千円 5,933千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶7_自主財源の確保

施策の方向 ▶11_職員の人材育成

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 5,933 5,933 5,933

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 5,933 5,933 5,933

年度

R3 R4 R5 R6 R7

500 目標値 550 1,100 1,650 2,200 2,750

単位：万円 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

① 会計事務の効率的な処理を図る
② 会計事務の円滑な執行の推進のため、各所属職員及び出納室職員の会計事務のレベル向上を図る
③ 公金の安全かつ効率的運用により自主財源の確保を図る
④ 公金の適正な会計管理事務を図る

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

資金運用の総合計額（累計）

① 公金の正確かつ迅速な出納及び審査事務の処理
　伝票審査時の注意マニュアルを常に念頭に置いて正確に審査し、不適切な処理がある場合は、速やかに是正し繰返すこ
とのないように指導及び周知する。
② 職員の会計事務のレベル向上
　出納室職員は専門知識が必要なため専門研修を受講すると共に、各所属職員に間違え易い箇所などのポイントを週一
回、ＧＷでお知らせするなど必要な情報を提供する。
　また、伝票作成マニュアルと出納室の各担当審査マニュアルを随時更新し、常に最新の内容にする。
③ 債券による基金運用【総合戦略】
　常に市況を把握し、高い利率の債券購入や流動性の高い国債の売買、又は資産運用を通じた社会貢献事業や環境改善効
果事業への取組をする債券の購入を行うなど、その時の利回りに応じた債券運用を行い税外収入を増やし、自主財源を確
保する。
④ 現金の記録管理、指定金融機関との調整及び検査を行い、資金管理や適正な決算書類の調製をする。

事業
スケジュール

① 公金の正確かつ迅速な歳入歳
出事務の処理。
② 出納室職員のNOMA研修の受
講、職員研修の実施と週一回、GW
に必要な情報を掲載、マニュアル
の随時更新。
③ 債券運用を10基金で実施。出
納室と各基金担当課で研修を受
講。
④ 適正な決算の調製。

① 公金の正確かつ迅速な歳入歳出
事務の処理。
② 出納室職員のNOMA研修の受講、
職員研修の実施と週一回、GWに必
要な情報を掲載、マニュアルの随
時更新。
③ 債券運用を10基金で実施。出納
室と各基金担当課で研修を受講。
④ 適正な決算の調製。

① 公金の正確かつ迅速な歳入歳
出事務の処理。
② 出納室職員のNOMA研修の受
講、職員研修の実施と週一回、GW
に必要な情報を掲載、マニュアル
の随時更新。
③ 債券運用を10基金で実施。出
納室と各基金担当課で研修を受
講。
④ 適正な決算の調製。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 314 重要事業 総合戦略 担当部署 監査委員事務局監査係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・6・1 監査運営 2,770千円 2,230千円 2,769千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶29_時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

施策の方向 ▶9_適切な監査の実施

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 2,769 2,769 2,769

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 2,769 2,769 2,769

年度

R3 R4 R5 R6 R7

39 目標値 39 39 39 39 39

単位：課 実績値

2 目標値 3 3 3 3 3

単位：会計 実績値

12 目標値 12 12 12 12 12

単位：月 実績値

【Plan】
事業目的

地方自治法に基づき実施する監査等が、効率的かつ効果的に実施されるよう監査委員の事務補助を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 定期監査実施対象課（施設）数

活動指標 決算審査

活動指標 例月出納検査

○監査等の実施
・定期監査
・随時監査
・財政援助団体等監査
・決算審査及び基金運用状況審査
・健全化判断比率等の審査
・例月出納検査

○都市監査委員会（全国・関東・群馬県）主催の各種会議・研修会等への参加

事業
スケジュール

・定期監査　10月～2月
　全課（施設）対象
・随時監査　随時
・財政援助団体等監査　11月、1月
・決算審査及び基金運用状況審査
　　　　　　　　　　 　6月～7月
・健全化判断比率等の審査　7月
・例月出納検査　毎月

・定期監査　10月～2月
　全課（施設）対象
・随時監査　随時
・財政援助団体等監査　11月、1月
・決算審査及び基金運用状況審査
　　　　　　　　　　 　6月～7月
・健全化判断比率等の審査　7月
・例月出納検査　毎月

・定期監査　10月～2月
　全課（施設）対象
・随時監査　随時
・財政援助団体等監査　11月、1月
・決算審査及び基金運用状況審査
　　　　　　　　　　 　6月～7月
・健全化判断比率等の審査　7月
・例月出納検査　毎月
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 315 重要事業 ○ 総合戦略 ○ 担当部署 秘書課　広聴広報係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・2 広聴広報事業 33,890 千円 24,316千円 34,976 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶1_市政情報の提供と共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 34,976 34,976 34,976

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 1,200 1,200 1,200

一般財源 33,776 33,776 33,776

年度

R3 R4 R5 R6 R7

2,509,601 目標値 3,011,521 3,262,481 3,513,441 3,764,401 4,015,361

単位：件 実績値

1,520 目標値 2,520 3,020 3,520 4,020 4,520

単位：人 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

広報紙やホームページ、Twitter、YouTube等の各種媒体を活用して、市政に関する情報や市の事業、イベント
等に関する情報を発信することで、市政への理解を深めてもらうとともに、市民参加によるまちづくりを推進
する。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

ホームページへのアクセス数

総合計画
指標

ＳＮＳのフォロワー数

①広聴広報事業【重要事業】
・広報紙発行：毎月１日・15日（１月15日、５月１日及び８月15日を除く年21回）
・くらしのこよみ（カレンダー）発行
・広報写真展開催

②非核平和事業
・平和のためのパネル展開催
・中学２年生を対象とした非核平和啓発作文募集及び優秀作文集の作成配付

③ホームページ事業【重要事業】
・市公式ホームページの管理運用

事業
スケジュール

①広聴広報事業【重】
・広報紙発行（年21回）
・くらしのこよみ（カレンダー）
発行
・広報写真展開催
②非核平和事業
・パネル展開催
・啓発作文募集、優秀作文集の作
成・配付
③ホームページ事業【重】
・市ホームページ管理運用

①広聴広報事業【重】
・広報紙発行（年12回）
・くらしのこよみ（カレンダー）
発行
・広報写真展開催
②非核平和事業
・パネル展開催
・啓発作文募集、優秀作文集の作
成・配付
③ホームページ事業【重】
・市ホームページ管理運用

①広聴広報事業【重】
・広報紙発行（年12回）
・くらしのこよみ（カレンダー）
発行
・広報写真展開催
②非核平和事業
・パネル展開催
・啓発作文募集、優秀作文集の作
成・配付
③ホームページ事業【重】
・市ホームページ管理運用
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 316 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・1 顧問弁護士報償費 1,500千円 1,500千円 1,500千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 1,500 1,500 1,500

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 1,500 1,500 1,500

年度

R3 R4 R5 R6 R7

19 目標値 23 25 27 29 30

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

行政執行上の法律的問題に対処し、本市行政の円滑な執行を図るため平成３年４月１日から顧問弁護士を設置
する。　　　　　　　　　　　　　　　　　丸山幸男弁護士（平成３年４月１日～）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上野俊夫弁護士（平成２０年１０月１日～）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
井野口通隆弁護士（平成３１年４月１日～）

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 顧問弁護士への諮問件数

予防法務も含めた顧問弁護士の積極的な活用を原課に促し、本市行政の円滑な執行を図る。

事業
スケジュール

予防法務も含めた顧問弁護士の積
極的な活用を原課に促し、本市行
政の円滑な執行を図る。

予防法務も含めた顧問弁護士の積
極的な活用を原課に促し、本市行
政の円滑な執行を図る。

予防法務も含めた顧問弁護士の積
極的な活用を原課に促し、本市行
政の円滑な執行を図る。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 317 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・1 行政不服審査経費 201千円 0千円 161千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 161 161 161

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 161 161 161

年度

R3 R4 R5 R6 R7

2 目標値 2 2 2 2 2

単位：回 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

市民の権利利益の救済及び行政の適正な運営を確保することを目的とする。
館林市行政不服審査会（第三者機関）委員３人（平成３１年４月１日～）　　　　　　
丸山幸男委員
浅見哲雄委員
金子和夫委員

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 研修会への参加（専門性確保）回数

行政庁の処分又はその不作為についての審査請求の裁決の客観性・公正性を高めるため、審査庁の諮問に応じて、審理員
が行った審理手続の適正性及び法令解釈を含め、審査庁の判断の妥当性をチェックする。

事業
スケジュール

行政庁の処分又はその不作為につ
いての審査請求の裁決の客観性・
公正性を高めるため、審査庁の諮
問に応じて、審理員が行った審理
手続の適正性及び法令解釈を含
め、審査庁の判断の妥当性を
チェックする。

行政庁の処分又はその不作為につ
いての審査請求の裁決の客観性・
公正性を高めるため、審査庁の諮
問に応じて、審理員が行った審理
手続の適正性及び法令解釈を含
め、審査庁の判断の妥当性を
チェックする。

行政庁の処分又はその不作為につ
いての審査請求の裁決の客観性・
公正性を高めるため、審査庁の諮
問に応じて、審理員が行った審理
手続の適正性及び法令解釈を含
め、審査庁の判断の妥当性を
チェックする。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 318 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・1 情報公開経費 631 千円 332 千円 592 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 592 592 592

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 592 592 592

年度

R3 R4 R5 R6 R7

29 目標値 29 29 29 30 30

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

市民等からの情報公開請求に応じて、行政機関等がその保有する行政文書等を公開することを原則として義務
づける。
非公開決定等に対する不服申立てについて審査・決定するために館林市情報公開・個人情報保護審査会を置
く。　　　　　　　　　　　　　　　　　庁舎１階に情報公開コーナーを開設（昭和６２年４月～）

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 情報公開請求処理件数

市民等からの情報公開請求に適正かつ迅速に対応するため、行政文書（情報）を保有する原課の公開手続を支援する。

事業
スケジュール

市民等からの情報公開請求に適正
かつ迅速に対応するため、行政文
書（情報）を保有する原課の公開
手続を支援する。

市民等からの情報公開請求に適正
かつ迅速に対応するため、行政文
書（情報）を保有する原課の公開
手続を支援する。

市民等からの情報公開請求に適正
かつ迅速に対応するため、行政文
書（情報）を保有する原課の公開
手続を支援する。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 319 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・1 文書管理経費 17,938 千円 15,585 千円 19,019 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 19,019 19,019 19,019

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 19,019 19,019 19,019

年度

R3 R4 R5 R6 R7

4 目標値 4 4 4 4 4

単位：回 実績値

3 目標値 3 3 3 3 3

単位：回 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

公文書に対する市民の信頼を確保・維持するため、職員による公文書の作成、管理等の適正化を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 例規集更新回数

活動指標 文書集中廃棄実施回数

○例規集更新データ作成業務委託
　市の条例、規則等の改廃を既存の法文に的確に反映する。

○文書目録管理システム保守管理業務委託
　職員が作成した公文書の目録を管理するシステムの維持・更新を行う。

○文書廃棄業務委託
　文書サイクルにのっとり、保存年限を経過した公文書の適正廃棄（機密処理）を行う。

事業
スケジュール

○例規集更新データ作成業務委託
○文書目録管理システム保守管理
業務委託
○文書廃棄業務委託

○例規集更新データ作成業務委託
○文書目録管理システム保守管理
業務委託
○文書廃棄業務委託

○例規集更新データ作成業務委託
○文書目録管理システム保守管理
業務委託
○文書廃棄業務委託
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 320 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・9 公平委員会運営 340 千円 73 千円 251 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 251 187 187

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 251 187 187

年度

R3 R4 R5 R6 R7

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置をとる。
不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をするとともに職員の苦情相談に応じる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委員３人（任期４年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
泉田佳一委員（令和３年６月２０日～）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
黒岩光枝委員（平成３１年３月１２日～）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
前山文伸委員（令和２年１２月２０日～）

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置をとる。
不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をするとともに職員の苦情相談に応じる。

※　令和4年4月1日～　群馬県市町村公平委員会に共同設置

事業
スケジュール

職員の給与、勤務時間その他の勤
務条件に関する措置の要求を審査
し、判定し、及び必要な措置をと
る。
不利益な処分についての不服申立
てに対する裁決又は決定をすると
ともに職員の苦情相談に応じる。

群馬県市町村公平委員会に共同設
置

群馬県市町村公平委員会に共同設
置
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 321 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・2・1 固定資産評価審査委員会経費 232 千円 0 千円 165 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 165 165 165

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 165 165 165

年度

R3 R4 R5 R6 R7

2 目標値 2 2 2 2 2

単位：回 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

固定資産課税台帳に登録された「価格」に関する不服を審査し、裁決する。　　　　　　
委員３人（任期３年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
浅見哲雄委員（平成３１年１月２６日～）　　　　　　　　　　　　　　　　　
三條秀子委員（令和３年１月２２日～）
石原英樹委員（令和元年９月１６日～）

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 研修会への参加（専門性確保）回数

固定資産課税台帳に登録された「価格」に関する不服を審査し、裁決する。　　

事業
スケジュール

固定資産課税台帳に登録された
「価格」に関する不服を審査し、
裁決する。　　

固定資産課税台帳に登録された
「価格」に関する不服を審査し、
裁決する。　　

固定資産課税台帳に登録された
「価格」に関する不服を審査し、
裁決する。　　
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 322 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・5・1 統計総務 35 千円 0 千円 46 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 46 46 46

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 46 46 46

年度

R3 R4 R5 R6 R7

1 目標値 1 1 1 1 1

単位：件 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

市統計書を作成するとともに、従事職員の資質向上を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 市統計書の作成

○市統計書の作成

○従事職員の資質向上
　国及び県主催の研修会へ参加する。

事業
スケジュール

市統計書を作成するとともに、従
事職員の資質向上を図る。

市統計書を作成するとともに、従
事職員の資質向上を図る。

市統計書を作成するとともに、従
事職員の資質向上を図る。
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 323 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・5・2 統計調査員確保対策 516 千円 295 千円 516 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 516 516 516

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 516 516 516

年度

R3 R4 R5 R6 R7

153 目標値 153 153 153 153 153

単位：人 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

館林市統計調査員協議会の運営及び登録調査員の確保を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
館林市統計調査員協議会
昭和４９年４月１日設立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会長　根岸利雄
会員数　１５３人

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 登録調査員の確保

○館林市統計調査員協議会の運営
　総会・役員会の開催（事務局）

○登録調査員の確保
　行政区等への働きかけ

事業
スケジュール

館林市統計調査員協議会の運営及
び登録調査員の確保を図る。　

館林市統計調査員協議会の運営及
び登録調査員の確保を図る。　

館林市統計調査員協議会の運営及
び登録調査員の確保を図る。　
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 324 重要事業 総合戦略 担当部署 行政課　法規統計係

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・5・2 基幹統計調査 33,265 千円 28,377 千円 4,112 千円 

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶2_市政情報の共有

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 4,112 2,600 5,000

国庫 0 0 0

県費 4,112 2,600 5,000

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 0 0 0

年度

R3 R4 R5 R6 R7

100 目標値 100 100 100 100 100

単位：％ 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

統計法で指定される統計調査（基幹統計調査）のほか、県主体の調査を実施し、我が国（本市）の統計データ
の収集・集積を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標
調査員説明会（資質確保） 調査員の出
席率

○経済センサス－活動調査
　全産業分野の売上（収入）金額、費用等の経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国における事業所・企業の経済
活動を全国的及び地域的に明らかにするとともに、事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得る。

○社会生活基本調査
　基幹統計『社会生活基本統計』を作成するための統計調査であり、生活時間の配分、余暇時間における主な活動の状況
等、国民の社会生活の実態を明らかにするための基礎資料を得る。

○学校基本調査
　学校に関する基本的事項を調査し，学校教育行政上の基礎資料を得る。

○県移動人口調査
　人口移動の動向と要因を明らかにし、将来の人口移動の傾向を見通すことにより関連諸施策及び地域別将来人口推計に
資する基礎資料の提供を目的とする。

事業
スケジュール

統計法で指定される統計調査（基
幹統計調査）のほか、県主体の調
査を実施し、我が国（本市）の統
計データの収集・集積を行う。

※　経済センサス－活動調査
　　社会生活基本調査

統計法で指定される統計調査（基
幹統計調査）のほか、県主体の調
査を実施し、我が国（本市）の統
計データの収集・集積を行う。

※　住宅・土地統計調査単位区設
定
　　就業構造基本調査

統計法で指定される統計調査（基
幹統計調査）のほか、県主体の調
査を実施し、我が国（本市）の統
計データの収集・集積を行う。

※　住宅・土地統計調査

349



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和３年度事業】実施計画書
整理番号 325 重要事業 総合戦略 担当部署 契約検査課

款・項・目 事業名 当初予算額（R2） 決算額（R2） 当初予算額（R3）

2・1・1 契約検査経費 8,317千円 7,563千円 8,611千円

基本目的 ▶Ⅴ_公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち　　

施策目的 ▶30_市政の透明性を高め.誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

施策の方向 ▶3_公平な入札執行

令和３年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 8,611 8,611 8,611

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 8,611 8,611 8,611

年度

R3 R4 R5 R6 R7

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

【Plan】
事業目的

法令順守を徹底した公正・公平な入札契約を執行し、適正な検査事務を行うことで、品質の優れた完成品の引
き渡しを受ける。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

・電子システムを利用した入札業務の執行及び契約の締結
・検査（完成・中間・出来形・完成後一定期間経過後の確認）の実施
・優良工事等表彰式の開催

事業
スケジュール

①予定価格が300万円を超える工
事、業務委託及び80万円を超える
物品購入について、入札の執行
（又は、随意契約における見積徴
収）を行い、契約を締結する。
また、契約締結した工事、委託業
務について、各種検査を行う。
②優良工事等表彰式を年度内に１
回開催する。

①予定価格が300万円を超える工
事、業務委託及び80万円を超える
物品購入について、入札の執行
（又は、随意契約における見積徴
収）を行い、契約を締結する。
また、契約締結した工事、委託業
務について、各種検査を行う。
②優良工事等表彰式を年度内に１
回開催する。

①予定価格が300万円を超える工
事、業務委託及び80万円を超える
物品購入について、入札の執行
（又は、随意契約における見積徴
収）を行い、契約を締結する。
また、契約締結した工事、委託業
務について、各種検査を行う。
②優良工事等表彰式を年度内に１
回開催する。
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